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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第29期第１四半期連結累計(会計)期間

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、第28期は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第29期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第28期

会計期間 

自平成21年
３月１日 

至平成21年 
５月31日 

自平成20年
３月１日 

至平成21年 
２月28日 

売上高（千円）  2,148,958  11,657,793

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 △638,823  238,777

当期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 △381,598  59,148

純資産額（千円）  2,484,686  2,878,759

総資産額（千円）  8,336,594  8,495,181

１株当たり純資産額（円）  296.17  342.85

１株当たり当期純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額（△）

（円） 

 △45.49  7.05

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －

自己資本比率（％）  29.8  33.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △430,648  895,111

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △84,000  △342,837

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 317,327  △393,093

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 548,696  744,538

従業員数（人）  776  752
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 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、既存事業に加え、家庭支援事

業、日本語教育事業、リーチング事業を、独立した事業部門として設置し稼動しはじめました。このうち日本語教育

事業につきましては、関係会社で運営し、平成21年5月31日現在で、関係会社（子会社）が１社増加し、当社グルー

プは、当社（株式会社京進）、子会社５社により構成されることになりました。 

 当社グループは、小中高生を対象とした学習指導を主たる業務としていますが、その事業内容及び当社と子会社の

当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

＜教育事業＞ 

 当社では、幼児・小中高生を対象として「学力の向上と人づくり」を目的とした学習塾、個別指導教室の運営及

び家庭教師派遣事業、インターネットを使った１：１の双方向の遠隔指導を行っております。また、幼児から成人

を対象とした英会話教室を運営しております。 

 これに加え、当第１四半期連結会計期間において、通塾生の学力向上と新たな顧客の入室促進をはかるために、

ITを用いた新商品を導入いたしました。高校生には、一流講師による約7,000講座に及ぶ映像授業“京進ｅ予備

校”を導入し、基礎学習から難関大学受験対応まで、ひとりひとりの学力、志望校に合った指導を行います。小学

生・中学生には、自宅のパソコンで学習できる“京進ｅドリル”を導入し、家庭での学習量を増やすことで、更な

る学習の定着をはかりたいと考えております。 

 なお、当第１四半期連結会計期間より、事業部門の区分を一部変更しております。家庭教師事業部門をNet学習

事業部門に吸収ならびに幼児対象の部門を小中部門より独立させ幼児教育事業部門として新設しております。  

 子会社では、Kyoshin GmbHは「京進デュッセルドルフ校」、広州京進実戦語言技能培訓有限公司は「京進広州

校」として、在外の小中学生を対象とした学習塾を運営しております。 

＜家庭支援事業＞ 

 家庭力診断テスト、０歳～９歳のお子様を持つ保護者限定のＳＮＳサイト、家庭力向上セミナーを３つの柱とし

て、子育てや家庭のあり方に、「笑顔の絶えない家庭」作りの支援を行って参ります。 

＜リーチング事業＞ 

 これまで実施してきた生徒に対する「自立型人間育成プログラム」の提供に加え、当期からは大学生や社会人対

象にもプログラム提供を行って参ります。 

＜日本語教育事業＞ 

 中国広東省佛山市の日本企業で働く中国の方を対象に日本語教育を提供してまいります。尚、この事業につきま

しては子会社である佛山京進教育文化有限公司を設立し、その事業運営にあたっております。 

＜その他事業＞ 

 ＦＣ事業部において、個別指導教室「京進スクール・ワン」のフランチャイズ教室における教室開設指導や運営

指導を行っております。また、子会社株式会社五葉出版においては、当社で使用をする印刷消耗品取引の代理業務

を主に行っております。 

２【事業の内容】

 事業部門  主要事業内容 

小中部 

小学１年生～中学３年生が対象。中学・高校受験合格及び学力向上を目指した学習指

導・進学指導。講習会の実施。「京進ｅドリル」による通塾生向け家庭学習支援。テス

トの実施。 

高校部 

高校１年生～高校３年生（現役高校生）が対象。大学現役合格及び学力向上を目指した

学習指導・進学指導。講習会の実施。「京進ｅ予備校」による通塾生向け映像授業提

供。テストの実施。 

個別指導部 

ブランド名は、「京進スクール・ワン」。小学１年生～高校３年生が対象。受験合格及

び学力向上を目指した個別学習指導・進学指導。「京進ｅドリル」による通塾生向け家

庭学習支援。「京進ｅ予備校」による通塾生向け映像授業提供。 

Net学習事業部 

小学１年生～高校３年生が対象。インターネットを使った１：１の双方向の遠隔指導。

ブランド名「京進e-DES（イーデス）」。 

小学１年生～高校３年生が対象。家庭での学習のための家庭教師派遣。ブランド名は、

「京進プリバータ」。 

「京進ｅドリル」による在宅学習サービス提供。 

「京進ｅ予備校」による映像授業専用教室の運営。 

幼児教育事業部 
幼児が対象。小学受験合格及び学力向上を目指した学習指導・進学指導。講習会の実

施。テストの実施。 

英会話事業部 
ブランド名は、「京進ユニバーサルキャンパス」。幼児～成人が対象。「本当に話せる

英会話教室」を目指した英会話指導。 

－　2　－



  

 事業の系統図は以下のとおりであります。 

 
(注) KYOSHIN INTERNATIONAL (HK) LIMITEDについては、平成20年３月より、事業活動を休止しております。 

  

 当第１四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

（注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（時間講師、パートタイマー、嘱託社員）数は、当第１四半期連結

会計期間の平均人数を（ ）内に外数で記載しております。 

    ２．従業員数が前連結会計年度末に比べ、24名増加しましたのは、当社における従業員数が新規事業部門稼動開

始等に伴い増加したことによります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（時間講師、パートタイマー、嘱託社員）数は、当第１四半期会計

期間の平均人数を（ ）内に外数で記載しております。 

    ２．従業員数が前事業年度末に比べ、23名増加しましたのは、新規事業部門稼動開始等に伴う増加であります。

３【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 

議決権の所有割合 

又は被所有割合 

（％）  

関係内容  

（連結子会社） 

佛山京進教育文化

有限公司 

中華人民共和国

広東省佛山市南

海区 

30万元 日本語教育事業  100 

教材等の販売 

役員の兼任 

社員の出向  

４【従業員の状況】

  平成21年５月31日現在

従業員数（人） 776  (3,841)

  平成21年５月31日現在

従業員数（人） 767  (3,841)
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(1）生産及び受注実績 

 当社グループは、幼児及び小中高生を対象とした学習指導を主たる業務としておりますので、生産及び受注の実

績は、該当事項はありません。 

(2）販売実績 

 当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．当第１四半期連結会計期間において全セグメントの販売実績に占める「教育事業」の割合が90％を超えるた

め、事業の種類別セグメントに代えて事業部門別の販売実績を記載しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．生徒数は、当第１四半期連結会計期間の平均在籍人数を記載しております。 

４．当第１四半期連結会計期間より、家庭教師事業部門をNet学習事業部門に吸収しております。  

５．当第１四半期連結会計期間より、幼児対象の部門を小中部より独立させ幼児教育事業部門として新設してお

ります。 

６．当第１四半期連結会計期間において稼動を開始した新規事業部門（家庭支援事業部門、日本語教育事業部

門、リーチング事業部門）につきましては、当第１四半期連結会計期間における販売実績はありません。 

７．販売の数量につきましては、表示すべき適当な指標はありませんので、記載を省略しております。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の部門別の名称

当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

生徒数（人） 金額（千円） 金額構成比（％）

＜教育事業部門＞       

 小中部  8,526  994,532  46.3

 高校部  2,207  290,555  13.5

 個別指導部  8,110  762,603  35.5

 Net学習事業部 

 （注）４  
 172  17,557  0.8

 幼児教育事業部 

 （注）５  
 55  9,051  0.4

 英会話事業部  611  32,317  1.5

＜その他の事業部門＞ －    42,340    2.0

合計  19,681  2,148,958  100.0
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 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

 なお、前第１四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表については独立監査人の四半期レビューを受けていないた

め、当文章中の前年同四半期連結会計期間と比較した指標、金額は「参考値」として記載しております。 

(1）業績の状況 

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、サブプライムローン問題に端を発した米国経済の景気後退

の影響を受け、企業業績の大幅な悪化や雇用不安も相まって、景気後退局面は長期化の様相を呈しております。ま

た、個人消費も買い控え傾向が強まり、依然として厳しい景況感が継続しております。  

 当業界におきましても少子化の進行による市場の縮小、教育に対する家庭の価値観の多様化等による顧客・市場

の変化、限られた商圏内での同業者競合や異業種からの参入による競争の激化の中で、業界再編が進行する等、経

営環境が大きく変化しています。また、景気後退により“聖域”と言われた教育費支出にまで及び始めています。

さらに、５月に国内発生した新型インフルエンザ（H1N1型）は、対面サービスを主とする学習塾経営にも影響を与

えております。 

 このような状況の中、当社グループ（当社及び連結子会社、以下同様）では、引き続き「安全への取り組み」

「経営品質向上」を経営課題として、目標数値を掲げ、その達成に取り組んでまいります。また、年度方針として

「京進ルネッサンスに果敢に挑戦」を掲げ、ITを活用した新規商品、新規事業により新たな市場開拓、顧客創造を

行うと共に更なる内部充実により顧客満足を図る取り組みを開始いたしました。加えて、社員・講師に対しまして

も自立型人間育成プログラム“リーチング”等により成長と満足度を高める取り組みを継続します。また、経費削

減や業務の生産性向上を推進することで厳しい経営環境に耐えうる「筋肉質経営」の追求を進めております。  

 教室展開については、当第１四半期連結会計期間において、Net学習事業部から映像授業専用校舎である京進e予

備校１校の新設開校、小中部ならびに個別指導部において12校の閉鎖を行いました。また。個別指導教室「京進ス

クール・ワン」のフランチャイズについては、３校を新設開校、１校を直営化、１校を閉鎖し、合計73校となって

おります。 

 以上の結果、当第１四半期における連結業績につきましては、生徒数（当第１四半期連結会計期間平均生徒数、

以下同様）が 人（前年同期比 ％）となりました。売上高は 百万円（前年同期比 ％）となり、

営業利益 百万円（前年同期比 百万円減）、経常利益 百万円（前年同期比 百万円減）となりまし

た。  

 なお、当社グループの業績の特徴といたしまして、収益の90％以上を占める教育事業において、第１四半期は、

収益の基礎となる生徒数が最も少ない期間であること、また、通常授業以外の季節講習や特別授業等が実施されな

いことにより、他の四半期と比較して売上高が少なくなる傾向にあります。一方で、人件費や地代家賃等の固定費

用が期首から発生することにより、例年、損失計上となっております。 

 事業の部門別の業績は次のとおりであります。（前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計、営業

利益及び資産の合計額に占める「教育事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情

報の記載は省略し、それに代えて事業部門別の情報を記載いたします。） 

  

＜教育事業＞ 

①小中部 

 平成21年５月より、インターネットを用いた新商品「京進ｅドリル」を導入するなど、多様化するニーズに対

応し、通塾生の基礎学力向上と新たな顧客の入室促進を図りました。また5校を統廃合するとともに、小学入試

専門教室を幼児教育事業部として分離独立させるなど経営の効率化を図りましたが、期首の集客が伸び悩み、当

第１四半期連結会計期間の売上高は994百万円（前年同期比89.4％）となりました。なお、前年同期比における

売上高減少には、統廃合及び小学入試専門教室の分離による影響を含んでおります。 

②高校部 

 平成21年５月より、映像授業による個別学習システム「京進ｅ予備校」を導入し、学習の生産性の向上と新た

な顧客の入室促進を図りました。これらの結果、当第1四半期連結会計期間の売上高は290百万円（前年同期比

91.0％）となりましたが、今後映像授業の導入効果が期待できるものと考えております。 

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態及び経営成績の分析】

19,681 87.7 2,148 87.1

△627 143 △638 140
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③個別指導部 

 平成21年５月より、高校生に「京進ｅ予備校」、小中学生に「京進ｅドリル」を導入しております。また、不

採算教室７校を統廃合し、収益の改善を図っております。これらの結果、売上高は762百万円（前年同期比

81.2％）となりました。なお、前年同期比における売上高減少には、統廃合及び新型インフルエンザ対応として

実施した授業休講による影響を含んでおります。 

④Net学習事業部 

 平成21年3月より家庭教師事業部を吸収しております。当第1四半期連結会計期間の売上高は17百万円となりま

した。 

⑤幼児教育事業部 

 平成21年3月に小中部より分離独立させ、新たに幼児教育全般を対象領域とする部門として立ち上げておりま

す。当第1四半期連結会計期間の期中平均生徒数は55人、売上高は9百万円となりました。 

⑥英会話事業部 

 当第1四半期連結会計期間の期中平均生徒数は611人、売上高は32百万円（前年同期比86.9％）となりました。

  

＜その他の事業部門＞ 

 ＦＣ事業部で推進している個別指導教室「京進スクール・ワン」のフランチャイズについては、３校を新設開

校、１校を直営化、１校を閉鎖し、合計73校となりました。 

 当第１四半期連結会計期間において稼動を開始した新規事業部門（家庭支援事業部門、日本語教育事業部門、

リーチング事業部門）につきましては、当第１四半期連結会計期間における売上高の計上はありません。 

 結果、その他の事業部門全体では売上高 百万円（前年同期比 ％）となりました。   

  

 財政状態につきましては、当第1四半期末の総資産は、8,336百万円となり、前連結会計年度末に比べ、158百万

円減少しました。流動資産は、1,614百万円となり68百万円減少しました。主な要因は、現金及び預金の減少193百

万円、売掛金の減少110百万円、商品の減少23百万円、繰延税金資産の増加257百万円等です。固定資産は6,721百

万円となり、89百万円減少しました。有形固定資産は、4,319百万円（28百万円減少）となりました。無形固定資

産は、239百万円（17百万円減少）となりました。投資その他の資産は、2,162百万円（44百万円減少）となりまし

た。 

 当第1四半期末の負債合計は、5,851百万円となり、前連結会計年度末に比べ、235百万円増加しました。流動負

債は、2,514百万円となり32百万円減少しました。主な要因は、1年以内返済予定の長期借入金の増加120百万円、

未払法人税等の減少86百万円、賞与引当金の減少109百万円です。固定負債は3,337百万円となり、268百万円増加

しました。主な要因は、社債の減少21百万円、長期借入金の増加259百万円、退職給付引当金の増加30百万円等で

す。 

 当第1四半期末の純資産の部は、2,484百万円となり、前連結会計年度末に比べ、394百万円減少しました。主な

要因は、当四半期純損失381百万円の計上による減少、配当金支払い14百万円等による減少です。この結果、自己

資本比率は、前連結会計年度末の33.9％から29.8％になりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第1四半期末の現金及び現金同等物は、以下に記載のキャッシュ・フローにより548百万円となり、前連結会計

年度末に比べ、195百万円減少しました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失が630百万円発生しました。一方、売上債権

の減少110百万円等が発生しました。この結果、営業活動によるキャッシュ・フローは、△430百万円となりまし

た。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出84百万円、無形固定資産の取得による支

出24百万円、敷金及び保証金の差入による支出7百万円等が発生しました。一方、敷金及び保証金の回収による収

入33百万円等が発生し、この結果、投資活動によるキャッシュ・フローは、△84百万円となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出169百万円、社債の償還による支出21百万

円、短期借入金の純減額29百万円が発生しました。一方、長期借入れによる収入が550百万円発生し、この結果、

財務活動によるキャッシュ・フローは、317百万円となりました。 

42 107.0
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4）研究開発活動 

 該当事項はありません。  
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

   

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

 なお、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、改修等について完了したものは、次のとおりであ

ります。 

① 新設 

 前連結会計年度末に計画しておりました京進e予備校福知山教室の新設については、平成21年４月に完了

し、同月に開校しております。 

② 改修 

 前連結会計年度末に計画しておりましたＴＯＰΣ草津校の改修については、平成21年５月に完了しました。

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。   

  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  22,640,000

計  22,640,000

種類 
第１四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成21年５月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年7月14日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  8,396,000  8,396,000
株式会社大阪証券取引

所市場第二部 
単元株式数100 

計  8,396,000  8,396,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減
額 

（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 

（千円） 

平成21年３月１日～ 

平成21年５月31日 
 －  8,396,000  －  327,893  －  263,954

（５）【大株主の状況】

－　9　－



 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】 

 平成21年2月28日現在

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が7,300株含まれています。 

   また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数73個が含まれております。

  

②【自己株式等】 

 平成21年２月28日現在

  

  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

（６）【議決権の状況】

区分  株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式  － － － 

議決権制限株式（自己株式

等） 
 － － － 

議決権制限株式（その他）  － － － 

完全議決権株式（自己株式

等） 
普通株式  6,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  8,389,000  83,890 － 

単元未満株式 普通株式  500 － － 

発行済株式総数  8,396,000 － － 

総株主の議決権  －  83,890 － 

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社 京進 

京都市下京区烏丸

通五条下る大阪町

382-1 

 6,500  －  6,500  0.08

計 －  6,500  －  6,500  0.08

２【株価の推移】

月別 
平成21年
３月 

４月 ５月

最高（円）  206  208  205

最低（円）  160  180  179

－　10　－



 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

  

  

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について  

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、当第１四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年５月31日まで）より、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方式に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項

第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。             

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成21年３月１日から

平成21年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年５月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 863,359 1,057,052

売掛金 151,808 262,281

商品 82,154 105,746

貯蔵品 11,492 13,171

繰延税金資産 341,717 83,863

その他 200,806 206,630

貸倒引当金 △36,560 △45,173

流動資産合計 1,614,778 1,683,572

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※  2,527,280 ※  2,547,569

土地 1,651,614 1,651,614

その他 ※  140,152 ※  147,978

有形固定資産合計 4,319,048 4,347,163

無形固定資産   

無形固定資産合計 239,939 257,284

投資その他の資産   

投資有価証券 117,643 114,709

繰延税金資産 759,414 762,225

敷金及び保証金 1,144,998 1,178,901

その他 150,254 158,751

貸倒引当金 △9,483 △7,425

投資その他の資産合計 2,162,827 2,207,161

固定資産合計 6,721,815 6,811,608

資産合計 8,336,594 8,495,181

負債の部   

流動負債   

買掛金 12,281 53,368

短期借入金 816,668 846,667

1年内償還予定の社債 72,000 72,000

1年内返済予定の長期借入金 734,970 614,552

未払法人税等 10,871 97,849

繰延税金負債 6 10

賞与引当金 － 109,905

未払金 425,829 478,151

その他 442,174 274,956

流動負債合計 2,514,800 2,547,461
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年５月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年２月28日) 

固定負債   

社債 498,400 520,000

長期借入金 1,562,499 1,302,647

退職給付引当金 1,052,313 1,022,294

役員退職慰労引当金 211,913 209,426

その他 11,981 14,592

固定負債合計 3,337,107 3,068,960

負債合計 5,851,907 5,616,421

純資産の部   

株主資本   

資本金 327,893 327,893

資本剰余金 263,954 263,954

利益剰余金 1,872,731 2,269,011

自己株式 △1,413 △1,413

株主資本合計 2,463,164 2,859,444

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 21,192 19,526

為替換算調整勘定 329 △2,699

評価・換算差額等合計 21,521 16,827

少数株主持分 － 2,487

純資産合計 2,484,686 2,878,759

負債純資産合計 8,336,594 8,495,181
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日) 

売上高 ※1  2,148,958

売上原価 2,007,316

売上総利益 141,641

販売費及び一般管理費  

販売費及び一般管理費合計 ※2  769,012

営業損失（△） △627,371

営業外収益  

受取利息 1,339

受取配当金 30

為替差益 89

未払配当金除斥益 1,382

雑収入 4,030

営業外収益合計 6,871

営業外費用  

支払利息 17,318

雑損失 1,005

営業外費用合計 18,324

経常損失（△） △638,823

特別利益  

固定資産受贈益 1,650

貸倒引当金戻入額 6,554

特別利益合計 8,204

特別損失  

固定資産除却損 21

特別損失合計 21

税金等調整前四半期純損失（△） △630,640

法人税、住民税及び事業税 6,915

法人税等調整額 △256,314

法人税等合計 △249,399

少数株主利益 357

四半期純損失（△） △381,598
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △630,640

減価償却費 88,647

長期前払費用償却額 7,031

退職給付引当金の増減額（△は減少） 30,019

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,486

賞与引当金の増減額（△は減少） △109,905

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,554

受取利息及び受取配当金 △1,369

支払利息 17,318

固定資産受贈益 △1,650

有形固定資産除却損 21

売上債権の増減額（△は増加） 110,495

たな卸資産の増減額（△は増加） 25,278

前受金の増減額（△は減少） 45,699

仕入債務の増減額（△は減少） △41,082

未払消費税等の増減額（△は減少） △43,290

未払金の増減額（△は減少） 12,912

未払費用の増減額（△は減少） 194,551

その他 △34,191

小計 △334,221

利息及び配当金の受取額 441

利息の支払額 △18,078

法人税等の支払額 △78,790

営業活動によるキャッシュ・フロー △430,648

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △84,859

無形固定資産の取得による支出 △24,340

敷金及び保証金の差入による支出 △7,815

敷金及び保証金の回収による収入 33,615

長期前払費用の取得による支出 △1,235

子会社出資金の取得による支出 △2,940

貸付金の回収による収入 3,574

投資活動によるキャッシュ・フロー △84,000
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（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △29,999

長期借入れによる収入 550,000

長期借入金の返済による支出 △169,730

社債の償還による支出 △21,600

配当金の支払額 △11,343

財務活動によるキャッシュ・フロー 317,327

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,480

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △195,841

現金及び現金同等物の期首残高 744,538

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  548,696
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

１．連結の範囲に関する事項

の変更 

 当第１四半期連結会計期間より、佛山京

進教育文化有限公司は新たに設立したた

め、連結の範囲に含めており、連結子会社

は５社となっております。 

２．会計処理基準に関する事

項の変更 

 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 の変更 

たな卸資産  

 通常の販売目的で保有する商品について

は、従来、主として移動平均法による原価

法によっておりましたが、当第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号 平成18

年７月５日公表分）が適用されたことに伴

い、主として移動平均法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）により算定してお

ります。 

 これによる、営業損失、経常損失及び税

金等調整前四半期純損失への影響はありま

せん。  
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【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法 

 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績

率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連

結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸

倒見積高を算定しております。 

２．固定資産の減価償却費の

算定方法  

 定率法を採用している資産については、

連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定しております。    

３．減損の兆候の把握   使用範囲又は方法について、当該資産又

 は資産グループの回収可能価額を著しく低

 下させるような意思決定や経営環境の著し

 い悪化にあたる事象が発生した場合に減損

 の兆候があるものと判断しております。 

４．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法  

  法人税等の納付税額の算定に関して、加 

味する加減算項目や税額控除項目を重要な

ものに限定する方法によっております。ま

た、繰延税金資産の回収可能性の判断に関

して、前連結会計年度末以降に経営環境等

の著しい変化が生じておらず、かつ、一時

差異等の発生状況に著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末において

使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法により算定してお

ります。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

 該当事項はありません。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年５月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年２月28日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、3,057,851千円で 

 あります。 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、2,987,617千円で 

 あります。 

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

※１ 当社グループは事業の性質上、売上高に季節的変動

  があり、第１四半期においては、夏期・冬期講習等が

  実施される第２・第４四半期に比べ、売上高の割合が

  低くなります。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

  次のとおりであります。 

   広告宣伝費            209,865千円 

   給与手当             219,734 

   退職給付費用            12,090 

   役員退職慰労引当金繰入        2,486  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

 対照表に掲記されている科目の金額との関係  

（平成21年５月31日現在）

（千円）

 現金及び預金勘定     863,359

 預入期間が３か月を超える定期預金    △314,662

 預金及び現金同等物      548,696
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当第１四半期連結会計期間末（平成21年５月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成21年３月１日 至

平成21年５月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  普通株式         8,396,000株 

２．自己株式の種類及び株式数 

  普通株式           6,577株 

３．新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。  

４．配当に関する事項 

  配当金支払額 

  

５．株主資本の金額の著しい変動 

  前連結会計年度末に比べて、以下のとおり変動が認められます。 

（金額：千円）

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（千円）  

１株当たり

配当額 

（円）  

基準日  効力発生日 配当の原資

平成21年５月28日 

定時株主総会  
普通株式  14,681    1.75 平成21年２月28日平成21年５月29日 利益剰余金

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

 前連結会計年度末残高       327,893      263,954     2,269,011      △1,413     2,859,444 

 当第１四半期連結会計期間末までの 

 変動額 
          

  剰余金の配当        －        －     △14,681        －     △14,681 

  四半期純損失        －        －    △381,598        －    △381,598 

 当第１四半期連結会計期間末までの 

 変動額合計 
       －        －    △396,279        －    △396,279 

 当第１四半期連結会計期間末残高     327,893     263,954    1,872,731     △1,413    2,463,164 
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 当第１四半期連結累計期間（自 平成21年３月１日 至 平成21年５月31日）  

 全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める「教育事業」の割合がいずれも90％を超

えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。  

  

 当第１四半期連結累計期間（自 平成21年３月１日 至 平成21年５月31日）  

 全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

  

 当第１四半期連結累計期間（自 平成21年３月１日 至 平成21年５月31日）  

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。  

  

当第１四半期連結会計期間末（平成21年５月31日） 

 前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。  

  

当第１四半期連結会計期間末（平成21年５月31日） 

 前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

  

当第１四半期連結会計期間（自 平成21年３月１日 至 平成21年５月31日） 

 該当事項はありません。   

   

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    該当事項はありません。 

   リース取引残高が前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

  

  

  

  

 該当事項はありません。  

  

  

  

  

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年５月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年２月28日） 

１株当たり純資産額 296.17円 １株当たり純資産額 342.85円

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。  

１株当たり四半期純損失金額 45.49円

  
当第１四半期連結累計期間
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

四半期純損失（千円）  381,598

普通株主に帰属しない金額（千円）  －

普通株式に係る四半期純損失（千円）  381,598

期中平均株式数（株）  8,389,423

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年７月13日

株式会社 京 進 

取締役会 御中 

京 都 監 査 法 人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 中  村     源  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 柴  田     篤  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社京進の

平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年

５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キ

ャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社京進及び連結子会社の平成21年５月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

  



  

  

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成21年７月14日 

【会社名】 株式会社 京進 

【英訳名】 KYOSHIN CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 白川 寛治 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 京都市下京区烏丸通五条下る大阪町382－１ 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜１丁目８番16号） 



 当社代表取締役社長白川寛治は、当社の第29期第１四半期（自平成21年３月１日 至平成21年５月31日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】




